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防疫演習での情報伝達ツールの運用実証 

 

会津家畜保健衛生所 横山浩一 

 

1 背景 

令和 4 年 11 月から 12 月に、本県で初めて高病原性鳥インフルエンザの発生が 2

事例あった。関係機関の方々の協力により、迅速な初動体制によりまん延防止を図

ることができた。一方で、防疫対応時、地方対策本部と現場で、人員、資材、進捗

状況の情報伝達には、主に携帯電話が使用されており、口頭伝達による正確性、共

有性等に課題があった。（図 1） 

そこで、迅速かつ正確な情報伝達・共有を目的として、情報伝達ツールである Web

会議、チャット機能を活用することを計画し、毎年実施している防疫演習において、

運用実証を行った。（図 2） 

 

 図 1                 図 2 

 

2 情報伝達ツール 

Web 会議は Zoom、チャット機能は LoGo チャットを使用した。 

Zoom は、多くの Web 会議に利用されており、パソコン、タブレットから状況をリ

アルタイムで把握すること可能である。 

LoGo チャットは、官公庁向けのチャットツールで、LOGWAN 環境でのパソコン

で使用でき、テキスト、写真などの送受信も可能で、スマートフォンでの使用も可能

である。また、グループ設定で秘匿性も確保できるのが特徴である。 

 

3 防疫演習 

防疫演習は、令和 5 年 10 月 26 日に開催され、会津管内の県関係機関、市町村、団

体等の 98 名が参加し、集合センター班、現場作業班、消毒ポイント班の体験型の防

疫演習を行った。（図 3） 

集合センター班では、集合センターでの動員者の受入・出発の対応、現場作業班で

は、農場隣接テントでの動員者の受入・演習・出発までの対応、消毒ポイント班で

は、消毒ポイントでの対応を実際の流れに沿って模擬演習を行った。 
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4 運用実証 

4－1 概要 

運用実証は体験型防疫演習の流れに沿って実施した。（図 4） 

Zoom では、集合センター、農場隣接テント及び地方対策本部を想定した外部（以

下「外部」という。）の 3 ヶ所で、演習状況を共有した。 

LoGo チャットでは、集合センター、農場隣接テント、消毒ポイント、外部の 4 ヶ

所で、各連絡員 6 名が動員者の移動及び演習状況を伝達した。 

 

 図 3                 図 4 

 

4－2 Zoom 

集合センターにおいて、Zoom 用タブレットを設置し、スクリーンに Zoom の画面

を映写することで農場隣接テントの状況を共有した。（図 5） 

Zoom 用タブレットは、農場隣接テントにも同様のものを設置した。 

 Zoom を利用することで、集合センター、農場隣接テントでの演習状況をリアルタ

イムで把握することができた。（図 6） 

 

 図 5                 図 6 

 

 

 

 

2



 

 

4－3  LoGo チャット 

6 名の連絡員を LoGo チャット上でグループ化し、防疫演習の流れに沿って、各自

で必要な情報を伝達した。（図 7、8） 

LoGo チャットを利用することで、グループ内で動員者の移動、演習状況を伝達す

ることができた。また、必要な情報が時系列で残るという正確性があり、どの場所に

いても情報を共有・伝達することができた。 

特に、LoGo チャットは実際に利用したほうがその利便性が実感できた 

 

 図 7                 図 8 

 

4－4 アンケート 

運用実証の効果を図るため、LoGo チャットを使用した 6 名にアンケートを行っ

た。「実際に発生した際に LoGo チャットによる情報伝達はできそうですか」との質

問に、できる 3 名、ある程度できる 3 名と使用者全員から、「できる」との回答。「特

に問題となりそうなのはどれですか」との質問から、グループ化の設定を含め、様々

な課題があることがわかった。（図 9） 

 

4－5 関係機関との協議  

様々な課題について、実際に地方対策本部を運営する会津農林事務所と協議を行っ

た。LoGo チャットのチャットグループの設定として、情報を共有すべき範囲を明確

にするため、地方対策本部の防疫支援班、集合センター班、現場作業班に限定し、

LoGo チャットのグループを一つにした。 

また、情報伝達系統の整理として、1 つのグループ内のチャットのやりとりを、基

本的に防疫支援班の現場係と現場作業班、集合センター係と集合センター班の 2 つに

し、その他のグループ参加者はやりとりをみるだけにすることで、誰に対してどのよ

うな情報を伝達するべきかを明確にした。（図 10） 

この協議により、現場での作業が中心の家畜保健衛生所と地方対策本部の運営を担

う農林事務所が様々な意見を出すことで、より効果的で効率的な運用方法として整理

することができた。 

3



 

 

 

 図 9                 図 10 

 

5 まとめ 

高病原性鳥インフルエンザの発生事例から、迅速かつ正確な情報伝達・共有の方法

の確立を目指し、情報伝達ツールを用いた運用実証を行った。Zoom では、演習状況

をリアルタイムで共有することできた。LoGo チャットでは、動員者の移動、演習状

況が伝達でき、文字による正確性があった。アンケートでは、LoGo チャット使用者

全員から防疫対応に活用できるとの回答があった。関係機関と協議し、チャットグル

ープの設定等より効果的で効率的な運用方法に整理することができた。以上のことか

ら、情報伝達ツールは新しい情報伝達方法として有用と考えられた。（図 11） 

 

6 今後の展望 

実用化に向けての課題として、Zoom や LoGo チャットの機器の準備、Zoom の接

続の範囲、農場の通信状況、LoGo チャットの使用登録等があるため、実証を継続

し、関係機関との協議を進め、活用できるようにマニュアル等の作成を進めていく必

要がある。 

福島県としても DX デジタル変革を進めており、新しい技術を利用することで、

特定家畜伝染病発生時の体制整備の一助としていきたい。（図 12） 

 

 図 11                 図 12 
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相双地方における高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）防疫への取り組み 

相双家畜保健衛生所 

金田 志緒理 

 

1 はじめに 

  昨シーズンは、令和 4 年 10 月以降、26 道県で 84 事例の HPAI 発生を確認、約 1,771

万羽の家きんの殺処分が実施された。 

  県内でも初めて 2 事例の発生が確認され、うち 1 事例は、管内で約 10 万羽を飼養し

ている採卵鶏育成農場であった。 

2 令和 5 年度 相双地方対策本部の HPAI 防疫対策 

（1）動員体制の見直し 

   本項目の目的は、現場責任者の負担軽減及び動員調整時間の短縮である。 

   当初は現場責任者が現場作業班の各係を統括する形を取っていた。 

しかし、昨年度管内で発生した HPAI 防疫措置時に、現場責任者の負担が想定より

大きくなってしまったことから、防疫措置途中から現場責任者補助という係を新設し

た。 現場責任者補助は、現場責任者の業務で特に負担となった、現場での指示と同

時に行う初動防疫時における資材管理や、防疫作業進捗状況の連絡、防疫作業員が乗

車するバス発着の調整、連絡等を担うこととした。 

また、毎年年度始めには

相双地方対策本部が動員者

の人員配置を実施する。以

前までは各係を所属で指定

していたが、現在では所属

単位ではなく個人を割り当

てることで、迅速な動員が

可能となっている（図 1）。 

（2）動員者の事前学習 

   動員者の当事者意識及び責任感の向上を目的に、実際の防疫措置の現場においても

主体的に行動できるよう、連絡会議、防疫作業説明会、防疫演習と、3 段階に分けた

学習の機会を設けている。 

   連絡会議は毎年 5～6 月に実施している。対象は、相双地方対策本部が各係に配置

した県職員や市町村職員のうち、特に人事異動直後で家畜についての理解が乏しいと

思われる職員である。理解を深めてもらうため、家畜伝染病や初動防疫の基礎的な内

容について伝えている。 

   防疫作業説明会は、毎年 HPAI シーズン前である 9 月に実施している。各班の班長

と係長を対象に、防疫措置の内容についてさらに具体的に説明した。今年度実施した

際は連絡会議時よりも理解が進んできているのか、具体的な質問が増加していると実

感した。 

   さらに、毎年 10 月には防疫演習を開催している。以前は家保が主体となり説明や

実演をしていたが、今回は参加者主体で、班長や係長に実際に係員への指示をしても

図 1 割り当ての例 
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図 2 農場隣接テント設営及び設営完了 

図 3 集合センター設営及び設営完了 

図 4 農場隣接テントでの防疫措置準備 

らうなど、能動的かつ実践的な演習となるようにした。なお、今回は現場作業班、集

合センター班、消毒ポイント班の演習を実施した。 

   現場作業班の演習内容は、農場隣接テント設営及び集合センターから農場までの行

動、そして鶏の殺処分である。演習時は現場責任者補助が指示出しを行った（図 2）。 

 

   集合センター班は、集合センター設営、受付、そして資材管理の演習を実施した（図

3）。 

 

   集合センター設営完了

後、現場作業班が集合セ

ンターから農場における

行動について演習を行っ

た。 

作業員は、図 3 の黄色

い矢印のとおりに進んで

受付を済ませて防疫資材

を受け取り、集合センター班の担当者の説明に従い防護服を着用した状態で農場隣接

テントへ移動。農場隣接テントで待機していた現場補助員の補助を受けつつ残りの防

疫資材を農場隣接テントで身につけた（図 4）。 
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図 5 農場での捕鳥 

   その後作業員は農場へ移動し、二

人一組で鶏を扱った。防疫作業を担

う作業員は生きた家きんに触れた経

験の無いことが多いため、相双地方

においては毎年管内の農家から生き

た鶏を購入し、防疫演習で使用して

いる。作業員全員に、実際に鶏をケ

ージから取り出しペールに詰める作

業（図 5）を行ってもらったが、参

加者からは良い経験になったとの声

をいただいた。 

   殺処分時の炭酸ガス使用は危険な

作業であるため、福島県一般高圧ガ

ス協会の方を講師として招き、炭酸

ガスボンベの取り扱いについて解説

していただいた。 

なお、生鶏ではなく鶏のぬいぐるみ

を入れたペールへ炭酸ガス注入を行

い、殺処分の演習とした。 

   また、消毒ポイント班は、消毒ポイ

ント設営及び車両消毒の演習を実施し

た。消毒ポイントの看板を立てた位置

まで車両を誘導し、動力噴霧器を用い

て実際に車両の消毒を行った（図 6）。 

（3）埋却候補地調査 

   管内で家きんを 1,000 羽

以上飼養している農場 12

戸を対象に、専門的見地か

らも埋却の可否及び作業動

線や必要資機材を検討する

ため、農場管理者の他、一

般社団法人福島県建設業協

会、農林事務所同行のもと、

埋却候補地の面積や様相、

周辺の状況、水源との距離、

地形や地質等を調査した。 

   （図 7）は実際に調査した埋却候補地の一箇所である。鶏舎より高い位置にあり、

写真奥側には河川が通っている。この候補地は水源との距離が近く岩盤が出る可能性

が指摘されたが、重機の進入は可能なため埋却作業自体は可能であるとのことだった。 

 

図 6 車両消毒 

図 7 埋却候補地の一例 
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   （グラフ 1）は、埋却作業に

特に影響を及ぼす水源からの距

離及び地下水出現リスクについ

てまとめたものである。海外で

は埋却地を水源から 30～100メ

ートル離しているとのことで、

水源からの距離が 30 メートル

以下の埋却候補地を「近い」と

表現した。また、地下水の利用

状況や降雨時の浸水、井戸の有

無等について農場管理者に聞き

取りを行い、それらを考慮した

上でリスクの大小を検討した。 

   上記より、12 戸中 5 戸が水源か

ら近く地下水出現リスクが大きい

と判断された。 

   また、殺処分後の埋却について

は、12 戸中 7 戸で、近隣住民への

説明をしておらず承諾を得ていな

かった（グラフ 2）。 

   調査の結果、全ての埋却候補地

で埋却作業可能と判断した。 

   ただし、地下水及び岩盤が出た

場合は、第 2 候補地や盛り土方式

の利用、焼却処理等、代替法を検

討する必要がある。 

   近隣住民への対応については、農場に事前の調整をするよう指導しており、必要に

応じて家保も同席し積極的に進めていく予定である。 

3 まとめ 

  相双地方で実施している HPAI 防疫対策として、動員体制の見直し、3 段階の事前学

習、埋却候補地調査の 3 点を示した。 

  このように、特定家畜伝染病への理解醸成、実践経験の積み上げ、埋却過程の精査に

より、さらに迅速な防疫措置へ繋げていきたいと考える。 

グラフ 1 水源からの距離と地下水出現リスク 

グラフ 2 近隣住民からの事前承諾 
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昨シーズンの発生を踏まえた多角的な高病原性鳥インフルエンザ（HPAI）対策 

 

県北家畜保健衛生所 ○小川彩香、三瓶佳代子  

  

1 はじめに 

昨シーズンは HPAI の全国的な発生により過

去最多の事例数及び殺処分羽数となり、管内でも

1 例発生した。全国的な発生を受けての消費・安

全局長通知や疫学調査チームによる提言、管内で

の発生による課題の洗い出し等により、今年度の

取組方針を検討。その結果、今年度は実効性のあ

る飼養衛生管理の指導、埋却地対策、野鳥対策に

ついて、重点的に HPAI 対策を実施したので、そ

の取組について紹介する（図 1）。    

 

2 実効性のある飼養衛生管理の指導  

管内発生農場の疫学調査において複数の不遵

守の指摘があり、農家の認識と実効性に差がある

ことが分かった。そこで今年度は、例年よりも早

い 5 月から計画的に農場立入指導を行った。立

入スケジュールは鶏舎内の不備を確認できるよ

う、できるだけ空舎期間に立入した。また、1 戸

あたりの指導時間を十分に確保し、問題のある農

場には複数回立ち入り指導を行った。立入時に

は、昨シーズンの HPAI 情報、交差汚染対策や野

鳥対策等、写真付き資料を用いて丁寧に説明した（図 2）。 

指導後に改善された事例を紹介する。1 例目は 5 月に立入した農場。ウインドウレ

ス鶏舎の換気扇を確認すると、一部シャッターに破損が確認された。空舎期間中に修

繕をするよう指導した結果、シーズン前には補修され、更に、野鳥対策を強化するため

防鳥ネットも設置された。5 月という早い段階から指導した結果、時間のかかるハード

面での修繕にも取り組めたと考える（図 3）。2 例目は複数回農場を訪問し指導した結

果、改善された例。始めは取組に消極的な農場主だったが、継続的に指導したことで衛

生意識が向上し、施設の修繕や来場者によるウイルス侵入防止等、自主的に対策を講

じるようになった（図 4）。 

また、立入指導の他に養鶏農家向けに 2 回、農場指導員向けに 1 回勉強会を開催し、

延べ 34 農場に防疫対策について資料を用いて説明するとともに、取り組みを促す目的

で衛生対策資材の紹介も行った。勉強会では活発な質疑があり、農家の不安解消にも

貢献することができた  

 

 

図 1 

図 2 
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3 埋却地対策 

昨シーズンの発生では各地で埋却をめぐる

トラブルが発生し、埋却地等の確保状況を改め

て確認するよう消費・安全局長通知があった。

当所では、これまで、定期報告の内容しか持ち

合わせておらず埋却地の実態把握が不十分だ

ったため、改めて 6 月に埋却地の確保状況、土

地の所有者情報、埋却に関する注意事項の説明

状況等についての調査を実施し、情報を精査。

調査の結果、100 羽以上飼養の農場全てから埋

却地確保済みの回答はあったが、一部に面積不

足等の、懸念事項のある農場もあった。調査結

果を踏まえ、大規模農場や面積不足が懸念され

る農場を優先して、7 月より関係機関による埋

却地現地調査を実施した（図 5）。 

現地調査では建設業協会、実際の防疫措置で

埋却班となる県北農林事務所農村整備部職員

が地下水出現のリスクや地形、重機の進入路な

どをチェックし、埋却地として適しているかど

うか確認した。今年度は 18 戸の農場の現地調

査を行い、7 戸が埋却地として不適と判断され

た（図 6）。 

また、埋却に係る不測の事態が発生した場合

に備え、代替措置の検討を同時に進めた。埋却

の代替措置として、焼却施設へは、各市町村の

焼却施設関係者へ有事の際の協力を依頼。現

状、炉の処理能力や安全管理等の課題もある

が、一定の理解は得られており、今後も調整を

継続していく。埋却可能な候補地の情報提供に

図 5 

図 6 

図 7 

 

図 3 図 4 

10



ついては、市町村に協力を依頼。今年度の調査で不適と判断された農場の事例では、町

に埋却地として利用可能な土地の選定の協力を依頼したところ、新たな候補地の紹介、

地権者との調整をしていただいた。現地調査の結果、適地と判断し、町の協力により新

たな埋却候補地を選定することができた（図 7）。 

 

 

4 野鳥対策  

 疫学調査チームの提言や農場からの対策の

要望を受け、地域一体となった野鳥対策が必

要だと考え、今年度は取組を始めた。市町村に

養鶏場周辺における野鳥対策等について協力

を依頼した。具体的には農場周辺のため池等

への野鳥飛来防止対策、カラス等有害鳥獣の

駆除、住民への野鳥・野生動物によるウイルス

の拡散防止対策の周知を依頼し、試験的に高

リスク地域のため池対策を実施（図 8）。 

 対策を実施するにあたり農林事務所はため池台帳の情報提供や市町村への説明同行、

市町村は、ため池対策の調整役、広報活動、有害鳥の駆除などを担当した。ため池管理

者である水利組合からは、ため池対策時の立ち会いや、設置後の見回りにご協力いた

だくなど、家保が中心となり、新しいネットワークを構築しながら、野鳥飛来抑制対策

を推進した（図 9）。取組の結果、市町村からは、広報による住民への野鳥対策の周知、

猟友会によるカラスの駆除等協力が得られ。防鳥対策として、ため池に野鳥飛来抑制

のための防鳥糸やカイトの設置、農場依頼による池の水抜きも実施（図 10）。防鳥糸等

設置後の見回りでは、ため池に飛来する野鳥の数は減っており、一定の効果は確認で

きた。 

 

 

 

 

 

 

図 8 

 

図 10 図 9 
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5 まとめ 

 昨シーズンの発生を踏まえ、今年度は 3 点に

ついて重点的に取り組んだ。  

 飼養衛生管理の指導については、5 月から計

画的に立入し、1 戸あたりの指導時間を十分確

保し丁寧に指導したことにより農家の衛生意

識が向上した。今後も引き続き指導していく。 

 埋却地対策に関しては、建設業協会、農村整

備部職員による現地調査の実施、市町村への埋

却可能な土地の情報提供依頼、焼却施設の利用

を依頼。また、調査で不適と判断された農場も

あったが、市町村の協力により新たな埋却地選定に至った。 

今後は、埋却地調査の継続、建設業協会などの関係機関との埋却地情報の共有を図る。

焼却施設については、利用承諾は得られていないが、利用に当たっての課題や搬入条

件などの情報を共有できたため、今後も調整を継続する。 

 野鳥対策では一部市町村で農場周辺のカラスの駆除や広報による住民への周知に協

力が得られた。また、ため池対策については、地域一体となったネットワークが構築さ

れ、野鳥飛来抑制の効果も確認できたことから、今後は地域での自主的な取り組みと

なるよう、指導していく。  

 今年度の多角的な取組により、関係機関との連携強化や新たな協力体制の構築につ

ながった。今後も課題を関係機関と共有しながら、地域一体となった防疫対策を推進

していく。 

  

 

図 11 
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管内黒毛和種繁殖農場の牛伝染性リンパ腫清浄化に向けた取組 

  

中央家畜保健衛生所 ○蛭田彩子 星陽子 

1 はじめに 

管内における牛伝染性リンパ腫（以下、BL とする）の発生状況は、過去 5 年間で全国と

同様に増加の傾向である一方で農場の注目度も高まっている（図 1）。 

平成 30 年～令和 5 年 12 月までの管内の BLV 抗体検査実績は、検査戸数 526 戸(実戸数

308 戸)、検査頭数延べ 6,050 頭で、清浄化対策を実施している農場も増加しており、現在

53 農場で対策を実施継続中である（図 2）。その中で、平成 31 年から対策を始め、今年度

清浄化見込みの A 農場について報告する。 

 

2 農場概要及び抗体陽性率推移 

A 農場は黒毛和種繁殖経営で、現在、繁殖メス牛を 65 頭飼養している。農場では、平成

30 年に BL 発症疑い牛が斃死、翌年も同疑い牛 2 頭の病性鑑定依頼があり、血液検査から

2 頭とも発症が疑われる結果であった。病性鑑定以降、畜主が農場内での BLV 蔓延を懸念

し、家保の指導のもと、対策を開始した（図 3）。 

平成 31 年に実施した初回の抗体検査では 60 頭中 38 頭陽性で、陽性率は 63%であった。 

その後、対策により徐々に陽性牛を減らしていき、令和 5 年 10 月には最後の陽性牛をと

畜出荷した（図 4）。 

＜図 1＞ ＜図 2＞ 

＜図 3＞ ＜図 4＞ 
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3 A 農場の対策 

BL 清浄化を目指すに当たり、農林水産省

が策定した「牛白血病衛生対策ガイドライ

ン」を指導の参考とし、対策の基本として農

場の BLV 浸潤状況に関わらず注射針や直腸

検査手袋の 1 頭毎の交換、除角・耳標装着時

などの出血を伴う処置の止血や器具消毒を

確実に実施し、人為的な感染を引き起こさな

いようにすることを徹底した上で、A 農場で

は主に 3 つの観点から対策を実施した（図

5）。 

（1）畜舎の対策 

ア 分離飼養 

    家保の検査成績をもとに、陽性牛と陰性牛を畜舎毎に分離し隔離飼養を徹底した

（図 6）。なお、陽性牛舎のパドックについては対策当初は水平伝搬防止のために使

用しなかった。 

    対策を継続する中で陽性牛が減少したことから、令和 3 年以降、陽性牛を 1 畜舎

にまとめて飼養した（図 7）。 

 

イ 吸血昆虫対策及び野生動物対策 

BLV は血液(感染リンパ球)を介して伝播することから、吸血昆虫の発生が見られる時

期に対策を講じることが重要であるため、全頭検査実施後、防虫ネット及びアブトラッ

プを設置した (図 8)。 

野生動物対策としては、防風ネットを分娩房のしきりとして活用した(図 9)。以前よ

り、牛の分娩後、地面に落ちた胎盤を目当てにタヌキ、ネコ、カラス等が畜舎へ侵入し

ており、畜主は水平伝搬を懸念していた。対策後は野生動物の侵入は確認されていない。 

＜図 5＞ 

＜図 6＞ ＜図 7＞ 

＜図 5＞ 
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（2）子牛の対策  

ア 完全人工哺育（図 10） 

   子牛の出生後の BLV 感染リスクは、感染母牛との同居期間が長いほど高く、BLV 感

染母牛由来の母乳の給与は、子牛への感染源となる。そのため A 農場では、分娩直後

に母親から分離し、個別のハッチで飼養し、完全人工哺育とした。また、若齢期での

感染リスクを下げるため、陽性牛産子

と陰性牛産子が隣り合わないよう、分

離を強化した。 

また、機械的伝搬防止対策として、   

子牛をハッチに入れる際は洗浄及び  

消毒を行い、哺乳等の給餌について給  

与順を配慮する他、哺乳器については 

1 頭につき 1 つの器具を使用し、哺乳 

器の洗浄及び消毒についても徹底す 

ることで、哺乳時期の BLV 感染防止に 

努めた。 

イ メス子牛の全頭検査（図 11） 

    感染子牛と非感染子牛を分離するために、メス子牛の全頭検査を実施した。検査方

法及び検査時期については、リアルタイム PCR 検査は生後～1 ヵ月齢まで、確認のた

めの抗体検査は生後 6ヵ月以降に実施

した。検査結果は平成 31 年から令和 5

年にかけて、74 頭検査実施し、ウイル

ス量が検出限界未満の子牛は 66 頭、

陽性は 8 頭であった。検出限界未満の

子牛は生後6ヵ月以降に抗体検査を実

施し、陰性であればメスの育成舎へ移

動した。リアルタイム PCR 検査で陽性

の子牛及び、6 ヵ月後の抗体検査で陽

性の子牛は陽性群の牛舎へ移動した。 

＜図 9＞ 

＜図 7＞ 

＜図 11＞ 

＜図 10＞ 

＜図 8＞ 

＜図 11 ＞ 
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＜図 13＞ 

（3）母牛の対策（図 12） 

A 農場では初回検査で繁殖牛の抗体陽性率が 63％で、その多くが血統の良い牛であ

った。清浄化のために畜主は早期更新に

意欲的であったが、不安要素として、導

入牛の感染状況が不明であること、繁殖

牛を早期にと畜した場合、枝肉価格が低

く収入が少ないこと、抗体陰性の後継牛

の生産が難しいこと、及び良血産子数の

低下による収入の減少が懸念された。こ

れらの不安を解決するために、陽性牛が

ある程度減少した令和 2 年以降、血統が

良い牛を供卵牛として利用すると同時

に陽性牛を自家肥育する取組を開始した。 

  ア 供卵牛としての利用（図 13） 

「牛白血病衛生対策ガイドライン」にも記載があるように、卵子には BLV の感染は

認められていないため、陽性牛から後継牛を作出する場合の検討が可能とされてい

る。A 農場では、血統の良い陽性牛か

ら陰性の後継牛を産出するため、こ

の取組を開始した。      

具体的には、まず畜主が処方に基づ   

く過剰排卵処置を実施し、人工授精   

後に専門の施設へ牛を輸送、採卵、  

凍結保存の後、施設の獣医師が受精 

卵を当該農場の陰性牛に移植する方 

法であり、結果、陽性牛が生まれる 

ことなく、農場の飼養頭数及び生産   

収益の維持につながった。 

  イ 自家肥育の実施（図 14） 

現状として、陽性牛を買取り、肥育する仕組みが本県には無い。そのため、行き

場を失った陽性牛をセリに出荷すると、新たな感染源になるおそれがある。畜主は、

「陽性牛を転売して他の農家に迷惑

をかけることはできない」という思

いから、陽性牛の自家肥育を決意し

た。陽性牛の自家肥育実施にあたり、

陽性牛を長期間飼養することによる

感染拡大のリスク上昇、余分な飼養

スペースの確保、近年の飼料価格の

高騰、と畜場への出荷枠確保困難な

ど多くの不安や苦労をかかえながら

も、令和 5 年 10 月、最後の陽性牛を

＜図 12＞ 

＜図 14＞ 
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出荷した。 

4 まとめ（図 15） 

 A 農場は、BL 対策として、分離飼養、吸血昆虫および野生動物対策、完全人工哺育、メ

ス子牛の全頭検査、陽性牛の供卵牛としての利用及び自家肥育を実施し、その結果として、

農場の生産性および生産収益を維持しなが

ら 5 年で陽性牛 0 頭を達成し、清浄化へ向

けて最終段階となっている。 

また、対策開始をきっかけに、畜主の衛

生意識が向上し、農場専用着の着用、長靴

や使用器具の頻繁な洗浄消毒を実施するよ

うになったことで疾病の減少につながり、

子牛の生産性向上に寄与した。 

今後、対策農場が増えていく中で、この

ような取組を紹介しながら、農家の実情を

考慮した対策の指導を継続したいと考える。 

 

 

 

 

＜図 15＞ 
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繁殖豚における尾部採血法の導入の試み 

中央家畜保健衛生所 ○稲葉俊祐 稲見健司 

1 はじめに 

一般的に繁殖豚ストールでは、鼻保定による頚部採血法（以下、頚部法）で採血を行

っている。この方法は保定が必要であり、複数頭採血するには保定の労力がかかる上、

ストールの構造によっては前方が開かず、採血に苦慮する場合もある。また、妊娠豚へ

のストレスによる、流産等の危険性もあることから、胎齢を確認しながら採血可能な豚

を選別する必要がある。そこで、繁殖豚における尾部採血法（以下、尾部法）の導入を

試みたのでその概要について報告する。 

 

2 使用道具及び採血方法 

 シリンジに針の太さ 21G、長さ 5/8の翼状針を取り付けて採血に用いた（図 1）。 

はじめに、尾を挙上して腹側正中溝にある尾動脈の触知を行い、爪跡やマーカーで印を

つけて消毒をする。尾根より 10～20cm 遠位に、尾の腹側面を基準として約 10°～20°

の角度で尾根に向けて針を挿入する。針を挿入したら、シリンジの内筒を引き、陰圧の

状態を維持したまま針先を動かし、血液が入ってくる位置で保持する（図 2）。 

 

 

 採血従事者に手技の紹介と習熟を目的に、採血方法について動画資料を作成して共有

を行った。 

 

3 血管の位置の確認 

豚の解剖を行い、尾の血管走行について確認した。尾椎と筋肉により構成される腹側

正中溝の皮下に尾動脈が走行しており、尾根より 10～20cm遠位においては血管径に大

きな変化はなく、採血に適していることが確認できた。一方、尾根腹側面には脂肪が多

図 1 使用道具 図 2 採血方法 
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図 3 血管の位置 

く存在し、皮膚と尾動脈との間が離れす

ぎていて、採血には適していないことが

判明した（図 3）。 

 

4 当初懸念された課題 

（1）採血量の確保 

  尾部法の経験数によって採血量が安 

定しないことがあったが、経験の浅い 

採血従事者であっても検査に必要な量 

の血液は確保することができた。 

（2）止血の要否 

尾部法は尾動脈を穿刺するため、止血を行わないと血液が臀部や後肢へ付着したり、 

床への滴下が見られる。畜主に対して、採血時の出血について事前に説明を行った上 

で採血作業に立会い確認してもらったところ、多量の出血ではないので問題ないとの 

意見があり、止血は不要と判断した。 

（3）採血中の豚の後退への対応 

採血中に豚が暴れたり後退すると針が抜けたり、ストールに手を挟みそうになった 

 りと作業効率が低下してしまう事例があった。採血に合わせて給餌を行ったところ、 

豚は食餌に集中し採血中に大きく動くことがほとんど無くなった。 

（4）手技（個人の採血技術習得） 

使い慣れていない採血道具を使用す 

ることや正中溝と尾動脈を正確に見つ 

けスムーズな採血を行うためには、習 

熟が必要であった。採血技術の習得ポ 

イントは、血管の走行を理解し、左右 

どちらかに湾曲している尾がまっすぐ 

になるように挙上すること、血管が走 

行していない尾の側面の溝と間違えず  

に尾腹側正中溝を見極めることが重要 

である（図 4）。 

 

5 採血作業効率の検証 

（1）方法 

飼育頭数約 700頭の農場において豚熱の免疫付与状況確認検査のため、繁殖母豚 

30頭及び肥育豚 30頭の計 60頭採血し、シャワーインからアウトまでにかかった 

時間を記録した。頚部法と尾部法について繁殖母豚 1 頭当たりの所要時間を計算し、 

図 4 手技 
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作業効率について比較検討した。 

（2）採血の所要時間 

  頚部法の A班 2名（家保獣医師 1 

名、農場従事者 1名）と尾部法の B 

班 1名（家保獣医師 1名）に分かれ 

て採血を実施した。A班は肥育豚の採 

血終了後に着替えと消毒をしてから繁 

殖母豚の採血を、B班は繁殖母豚のみ 

の採血を実施した。A班が繁殖母豚の 

採血開始時に、B班は 13頭の採血を 

終えていた。残り 17頭について 2班 

で同時進行したところ、A班は頚部 

法で 10頭、B班は尾部法で 7頭採血 

した。採血作業全体の所要時間は 1時間 40分であった。（図 5） 

（3）結果 

  シャワーや移動の時間を考慮しつ 

つ、繁殖母豚 1頭当たりにかかる採血 

所要時間を計算したところ、採血開始 

から終了まで、尾部法では約 4分、頚 

部法では約 3分で大差はなかった（表 

1）。 

（4）考察 

  同一人数での採血時間の比較を行っ 

たところ、母豚 30頭採血に要する時 

間は 1農場あたり 30分削減でき、帰 

庁後の検査時間の確保に繋がる。尾部 

法の技術習得者が増えれば、より一層 

の業務効率化を図ることができると考 

えられた（図 6）。 

 

6 安全性の比較 

尾部法はストールの前方が開かないと

いった豚舎構造にも左右されず、また、

後方からアプローチするため無理な姿勢

をとることもほとんど無くなり採血者

の安全性は高い。事故の危険性は無保定

図 5 採血の流れ 

表 1 採血時間の計算 

図 6 同一人数での採血時間の比較 
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で食餌している間に採血を行えるためほ

とんどないと推察する。さらに、豚の鼻

保定時の悲鳴は聴覚への影響も懸念され

るが、尾部法では悲鳴が無く採血従事者

のストレスが少ない（図 7）。 

 

7 まとめ 

 尾部法は技術面の不安があったが、数

回経験することにより習得が可能であ

った。頚部法と比較すると、保定の労力

の大幅な削減が可能である。給餌により

動きを制限することによって鼻保定の必要がなく、豚舎構造に左右されにくい。また、

鼻保定がないため豚の悲鳴がなく、豚と採血作業者双方のストレス軽減につながる。各

項目で比較すると、総合的にメリットが大きい採血方法であることが判る（図 8）。 

 定期的に行う豚熱等の抗体検査のための採血方法として、ストール内の繁殖母豚にお

ける尾部法はかなり有用である。尾部法の経験を重ね手技を習熟することによって採血

従事者と豚のストレスを大幅に軽減できる。さらに採血者単独での採血が可能になるこ

とから、業務の効率化にもつながる。今後も尾部法を活用し、習熟者を増やし、従来の

方法と併用できる選択肢にすることでより一層、業務の効率化を図りたい。 

 

 

 

図 7 安全性の比較 

図 8 まとめ 
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管内養鶏場の環境苦情への取組 

相双家畜保健衛生所 篠田 肇 

 

1 概要 

令和 5 年 7 月、A 市住民から養鶏場における羽毛の飛散と悪臭及び住民同意のない鶏

糞処理施設増築に係る苦情を受理。 

当該農場は同系列採卵鶏農場で、同地区内にコンポストのある農場とコンポストのな

い農場があり、自農場内で鶏糞の処理を完結するため、コンポスト装置ない農場ではコン

ポスト装置の設置を計画。 

今回、A 農場からの 10 数年来にわたる羽毛の飛散と、B 農場からの悪臭問題を巡る、

近隣住民と農場間のトラブルに係る取組について報告する。 

      図 1 概要               図 2 苦情内容図解 

 

2 苦情主宅聞き取り調査 

A 市担当者と連携し、苦情主からの聞き取り調査を実施。苦情主は、「羽毛の飛散は長年

の問題」「農場が住民へ説明なしに工事を進めるのは問題であり、コンポスト装置を増築す

ることで、さらに悪臭が発生するのは耐えが

たい」「住民の苦情に対して、農場側が要望

を実現していない」と主張。 

 苦情主は農場に対し、「羽毛飛散と悪臭の

発生について、理由を説明すること」「これ

ら問題に対して、具体的な改善策を提示する

こと」「これらがなされない場合は、工事を

中止すること」を要望。また、行政へは「当

該農場に対し、強く指導すること」を要望。 

                                        

図 3 聞き取り調査結果 
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3 農場立入調査 

このことを踏まえ、A 市担当者とともに、当該農場への家畜排せつ物法に基づく、立入

調査を実施した。当日は、敷地境界部（本用語は環境関係の用語で、家保の管轄する法令

には類似した用語がないため、便宜上飼養衛生管理区域と同義とみなした。）における羽毛

の飛散状況と臭気センサーを用いた臭気測定、家畜排せつ物法に基づく管理基準の遵守状

況を確認した。 

    図 4 A 農場立入調査          図 5 B 農場立入調査 

 

 立入調査の結果、敷地境界部付近での羽毛の飛散は認めず、また臭気指数も基準値以下

であった。なお、コンポスト装置付近では強いニオイが測定されたが、本装置から発生す

る臭気は一度脱臭装置を経由してから大気中に放出される仕組みになっており、脱臭装置

付近での臭気指数は基準値範囲内であっ

た。併せて、鶏糞処理施設での管理基準違反

は認めず、適切に管理されていた。 

 これら結果を踏まえ、農場側の聞き取り

調査を併せて実施。住民からの苦情に対し

て、農場側はできる限りの対策は講じてい

ると反論。一方で、説明が不足している面が

あることは否めないとのことであった。                                   

図 6 立入調査結果        

 

 

4 住民への報告 

後日、苦情主等へ調査結果を報告したが、「農場側の対策が現状効果あるように思えない

こと」、「臭気測定結果に対して疑問視」。今回の調査等の結果、近隣住民と農場のコミュニ

ケーション不足、臭気データの信頼性の確保が課題であり、これら項目こそが、今後優先

的に対応が必要な事項と判明した。 

23



図 7 住民への報告会             図 8 課題 

 

 

5 意見交換会の開催 

前項を踏まえ、近隣住民と農場のコミュニケーションの場の設置と、農場側の対策を具

体的に住民へ説明するため、意見交換会の場を設けた。意見交換会では住民からの強い意

見も出てくる中、農場側が「苦情相談窓口の設置」「頻回の住民宅への訪問と調査の実施」

「羽毛飛散と脱臭機能の追加設置」を行うことを提案し、農場側の対策がさらに進み始め

た。 

図 9 農場側の対策案            図 10 今後の課題 

 

今回の意見交換会では農場側に強い痛みが伴う結果となったが、住民とのコミュニケー

ションを図る場が設置できたことで、今後も信頼関係の構築のため定期的な意見交換の機

会の設定と臭気データの蓄積方法等を検討し、相互理解のもと環境問題の改善を推進して

いきたい。 
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県内の鶏由来大腸菌の性状と病原性評価 

中央家畜保健衛生所 ○喜多見はるか 

 

１ 鶏大腸菌症とは（図１） 

鶏大腸菌症は、鶏病原性大腸菌（Avian 

pathogenic Escherichia coli：APEC）を原因

とし、出荷直前の 6～9 週齢のブロイラーで

好発する。症状としては、元気消失、呼吸器

症状、羽毛逆立、死亡がある。内臓の病変は

気嚢炎、心膜炎、肝皮膜炎等が見られ［1］、

食鳥検査ではと殺禁止及び全廃棄の対象と

なるため、世界で最も被害の大きい鶏疾病の

ひとつと言われている。 

 

２ 鶏病原性大腸菌（APEC） 

鶏大腸菌症の原因菌である APEC は過去の報告で、病原性関連遺伝子保有数が多い傾

向にあること、血清型では O1、O2、O78 等が多いことが報告されているが、詳細な細

菌学的性状は解明されていない［2］。今回、性状から病原性の評価が可能か検討するた

め、当所で保存している鶏由来大腸菌を調査したので、その概要を報告する。 

 

３ 材料と方法 

今回の調査の対象としたのは平成 21 年から令和 5 年の間に鶏から分離され、当所で

保存していた大腸菌 26 株。内容は、鶏大腸菌症発症鶏由来 5 症例 15 株および鶏大腸

菌症非発症鶏由来 7 症例 11 株。実施した調査は病原性関連遺伝子保有数、薬剤耐性、

血清型の３項目。 

 

調査１ 病原性関連遺伝子保有数 

 過去に病原性の高い株が保有していたと

いう報告［2］がある 9 遺伝子（鉄補足関連因

子：feoB、iucC、iutA、irp2、fyuA、付着因

子：fimH、papG alleleⅡ、血清耐性：iss、

バクテリオシン：cvaC）を選定し、PCR によ

り検索した。鉄捕捉関連因子は腸管外環境で

の生存、付着因子は細胞への侵入に関与。血

清耐性は血液中での生存、バクテリオシンは

自身の近縁種を傷害する作用に関与してい

る。 

結果、発症鶏由来株の多くが 7～9 の病原性関連遺伝子を保有しているのに対し、非

発症鶏由来株では 5～6 の遺伝子保有パターンが多く、発症鶏由来株で遺伝子保有数が

多い傾向が見られた（図２）。しかし、どちらの由来株にも共通した遺伝子保有パター

図１ 鶏大腸菌症とは 

図２ 病原関連遺伝子保有状況一覧 
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ンの存在も確認された。共通してみられたのは３パターンで、その中でも今回調査し

た 9 遺伝子すべてを保有するパターンが両由来株に見られた。遺伝子ごとの保有率に

着目してみると、発症鶏と非発症鶏に共通して鉄捕捉因子の feoB、incC、iutA、付着

因子の fimH、および血清耐性の iss が 90%以上という高い確率で保有されていた。 

 

調査２ 薬剤耐性 

薬剤耐性では、一濃度ディスク拡散法にて

実施した。使用薬剤は、各系統の薬剤に加え

鶏を対象に使用される薬剤を選択し、全 11 薬

剤（アンピシリン、セファゾリン、セフォタ

キシム、カナマイシン、ストレプトマイシン、

ナリジクス酸、ノルフロキサシン、シプロフ

ロキサシン、テトラサイクリン、ST 合剤、ク

ロラムフェニコール）とした。また、過去に

同様の試験を実施済の場合、その結果を採用

した。 

結果、発症鶏由来株では、最大 6 薬剤への

耐性が見られ、耐性薬剤数が 2 以上の多剤耐

性菌は 15 株中 13 株、率にして 87%であった

（図３）。同様に、非発症鶏由来株では耐性薬

剤数は最大 7、多剤耐性菌は 11 株中 9 株、率

にして 82％で、株の由来に関係なく、8 割以

上が多剤耐性であった（図４）。 

 

 

 

調査３ 血清型 

 血清型別はデンカ生研 病原性大腸菌免

疫血清を用いて実施した。免疫血清で判定不

可となった検体は PCR で血清型の型別を行う

O-genotyping［3］を用いた。また、過去に同

様の試験を実施済の場合、その結果を採用し

た。 

結果、発症鶏由来株のうち 5 株が O78 と判

定され、7 株は分類不能となった。非発症鶏

由来株では 7 株が分類不能となった（図５）。 

 

４ まとめと考察 

 調査１ 病原性関連遺伝子保有数では、発症鶏由来株で遺伝子保有数は多くみられ

る傾向があったが、非発症由来の１株で全 9 種を保有しているものも見られ、病原性

図３ 発症鶏由来株の薬剤耐性率 

図４ 非発症鶏由来株の薬剤耐性率 

図５ 血清型 
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との相関は不明であった。各遺伝子に注目すると、鉄補足関連因子、血清耐性を多くの

株が保有していた点が注目された。これらの因子は腸管外での生存に関与することか

ら、今回の供試株がすべて腸管外から分離されている状況を反映しているものと推察

された。 

調査２ 薬剤耐性では、両由来株の各薬剤に対する耐性率は一部を除き概ね同様で、

両由来株で 8 割以上が多剤耐性であった。耐性率が高い薬剤は第一次選択薬に集中し

ており，この傾向も両由来株で一致していた。今回の調査で得られたデータから耐性

薬剤数と病原性関連遺伝子の相関を調査したが、この２つの値には相関は無かった。 

調査３ 血清型調査では、発症鶏由来株の 15 株中 5 株で O78 を分離し、非発症鶏由

来株では多くが型別不能であった。血清型と病原性関連遺伝子保有数の間の相関も調

査したが、O78 とそれ以外で病原性関連遺伝子保有数に有意な差は見られなかった。 

最後に、これら調査１～３から既報を支持する結果も得たが、病原性評価は困難で

あると考えられ、性状からの病原性評価のためにはさらなるデータの蓄積が必要であ

ると考えられた。 
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県内初の D 型インフルエンザウイルス分離事例 

 

中央家畜保健衛生所 ○西郷智貴、橋本知彦 

 

１ はじめに 

D 型インフルエンザウイルス、（以下 IDV）は 2011 年米国で豚から初めて分離され、

当初は C 型インフルエンザと近い配列が検出されていた 1)が、2016 年正式に国際ウイ

ルス分類委員会により D 型に認定された。主にウシの呼吸器病に関与し、単独感染での

病原性は低いが、伝播力は強いとされている 2)。国内では 2016 年に初めて検出され 3)、

国内に広く浸潤していると報告されているが 4)、未だ不明な点も多く、福島県内ではこ

れまで分離された事例はない。 

今回、呼吸器症状を呈した乳用牛から県内初の IDV が分離されたため、その概要につ

いて報告する。 

 

２ 発生概要（図 1） 

農場は約 60 頭飼養のつなぎ飼いの酪農家で、

敷地の都合上、隔離牛舎等を設置できない状況で

あった。経過は、令和 5 年 1 月下旬、20 か月齢の

牛 1 頭が県外預託から戻ってきたところ、聴診で

肺雑音が確認された。2 月 4 日、搾乳牛に数日前

から呼吸器症状や発熱、一部下痢を呈する個体も

確認されたことから、診療獣医師が抗生剤等の治

療をするも症状は回復しなかった。2 月 7 日、現

地家保職員の立入時、呼吸器症状及び下痢は軽度になった       

が、呼吸器症状が広く見られたことから、預託戻り牛 1 頭及び同居牛 9 頭の計 10 頭に

ついて、呼吸器病まん延の原因究明のため病性鑑定の依頼があった。 

 

３ 検体概要（表 1） 

月齢は 20～58 ヶ月齢で、7 検体（No.3～9）

に呼吸器症状がみられ、4 検体（No.3～6）に

抗生剤の治療が行われた。検査材料は鼻腔スワ

ブが 7 検体（預託戻りの No.1、No.5～10）、

プレ及びポスト血清は同居牛を含めた計 10 検

体を用いた。 

                              

４ 材料及び検査方法 

（１）遺伝子検査 

鼻腔スワブ 7 検体を用いて、IDV についてはリアルタイム PCR5)、牛 RS ウイルス

（BRSV）、牛伝染性鼻気管炎（IBRV）、牛パラインフルエンザウイルス 3 型（BPIV3）、

図 1 発生概要 

表 1 検体概要 

28



牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）、牛コロナウイルス（BCV）、牛アデノウイル

ス 7 型（BAV7）については PCR を実施した 6)~10)。 

（２）ウイルス分離 

遺伝子検査で IDV を検出した検体における鼻腔スワブを用いて、ST 細胞ならびに

0.5 ㎍/ml トリプシンを添加した HRT-18 細胞に 37℃、7 日間、3 代盲継代を実施し

た。また、HRT-18 細胞に接種した初代から 3 代目までの培養上清について IDV のリ

アルタイム PCR を実施した。 

（３）ウイルス抗体検査 

プレ及びポスト血清各 10検体を用いて、BRSV、IBRV、BPIV3、BVDV1型、BVDV2

型、BAV7 について中和試験を実施した。IDV、BCV については HI 試験を実施した。

なお、IDV の HI 試験は、HRT-18 細胞において分離された IDV を指示ウイルスと

して用いて、国立感染症研究所のインフルエンザ診断マニュアル 11)を参考とした。 

（４）分子系統解析 

分離された IDV の HEF 遺伝子について、ダイレクトシークエンス解析、系統樹の

作成を実施した。 

（５）細菌学的検査 

鼻腔スワブ 7 検体を用いて、常法により実施した。 

 

５ 検査結果 

（１）遺伝子検査 

IDV について、全検体から特異遺伝子が検出された。CT 値は 20.4～35.0 で、預託

戻り牛である No.1 は 35.0 であり最もウイルス量は少なかった（表 2）。 

BRSV、IBRV、BPIV3、BVDV、BAV7 については、全検体陰性だった。 

 

（２）ウイルス分離及び培養上清の遺伝子検査 

HRT-18 細胞を用いた盲継代の結果、いずれの検体もウイルス増殖の指標である細

胞変性効果（CPE）は確認されなかった。しかし、ST 細胞では 2 検体（No.6、7）に

おいて CPE が確認されたこと、HRT-18 細胞に接種した培養上清の遺伝子検査の結果

3 検体（No.6、7、9）で初代から 3 代目までいずれも IDV 遺伝子を検出したことか

ら、ウイルス分離と判断した（表 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表 2 遺伝子検査結果 表 3 培養上清の遺伝子検査 
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（３）ウイルス抗体検査 

  ①中和試験（表 4） 

いずれのウイルスについても、プレ及びポスト血清で有意な抗体価の上昇は見られ

なかった。 

  ②HI 試験（表 5） 

IDV について 7 検体（No.4～No.10）において、有意な抗体価の上昇が見られた。

なお、預託戻り牛である No.1 はプレ血清の時点で 1280 倍と高い抗体価であった。ま

た、BCV については 3 検体（No.4、8、10）において有意な抗体価の上昇が見られた。 

 

（４）分子系統解析（図 2） 

HEF 遺伝子について、IDV は大きく 5 つの系統があり、今回の分離株は 2019 年以

降に日本国内で確認された株と同じ山形 19 系統であった（図 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）細菌学的検査 

鼻腔スワブ 3 検体（No.1、6、8）から Streptococcus 属、1 検体（No.7）から Aerococcus 

viridans、2 検体（No.9、10）から Mannheimia haemolytica、1 検体（No.10）から

Moraxella bovis が分離された。 

（表 4）中和試験結果 （表 5）HI 試験結果 

（図 2）分子系統解析結果 
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６ 考察 

BCV について、HI 試験では 10 検体中 3 検体で有意な抗体価上昇が見られたため下

痢及び呼吸器症状の関与も考えられたが、遺伝子検査では全検体陰性であったため本症

例への関与は不明であった。 

IDV について、遺伝子検査では全検体で特異遺伝子検出、ウイルス分離では 7 検体中

3 検体分離、HI 試験では 10 検体中 7 検体で有意な抗体価の上昇が見られたこと、細菌

学的検査において 7検体中 6検体でMannheimia haemolyticaなど複数種の細菌が分離

されたことから、既報通り IDV は強い伝播力をもつことが判明し、本症例を IDV 及び

細菌が関与した呼吸器病と診断した。また、本症例は県内初の IDV 分離事例であった。 

預託戻り牛がリアルタイム PCR で低いウイルス量であったこと、プレ血清では 1280

倍と他の検体と比べてすでに高い IDV 抗体価を保有していたことから、病性鑑定時は

IDV 感染の初期ではなく、預託から戻る前後に発症し、農場に戻ってから同居牛に感染

したと推察された。一方で、全頭のプレ血清で IDV 抗体を保有していたことから、過去

にも農場に侵入の可能性が考えられた。 

 

７ 追加調査及び今後の展望 

農場への過去の侵入時期や県内での流行

があったかどうかを調べるために、追加調査

を行った（表 6）。 

令和 2 年 10 月に実施した家畜伝染病予防

法第 5 条に基づくヨーネ病検査の余剰血清

67 検体、平成 29 年～令和 5 年の県内での呼

吸器病の病性鑑定事例の血清、鼻腔スワブ及

び肺乳剤など 85 検体、今回農場での症状が

見られた直近の令和 4 年 11 月に実施したアルボ

ウイルス感染症サーベイランス事業の血清 56 検

体を用いた結果、いずれも IDV 遺伝子検査は全検体検出されなかったため、現時点では

いつ頃から県内に浸潤していたか詳細な時期は不明であった。 

IDV は現時点では有効なワクチン等は市販されていないため、飼養衛生管理を徹底す

ることで牛呼吸器病症候群（BRDC）による経済的損失を防ぐことが重要と考える。 

今後はこれらの検体を中心に IDV 抗体検査を実施し、IDV の抗体価の推移を追うこ

とで、より詳細な農場の侵入時期や県内の浸潤状況を調査し、データを蓄積していくこ

とで呼吸器病の診断の一助としたい。 
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ST 細胞におけるウイルス分離、ダイレクトシーケンス及び分子系統解析等を実施し
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（表 6）追加調査 
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Ⅰ型糖尿病と診断された黒毛和種子牛症例の病理組織学的考察 

 

中央家畜保健衛生所 〇岩永海空也 

 

１ はじめに 

 糖尿病は高血糖と尿中への糖排泄（糖尿）を特徴とする病態であり、多因子が複雑に

関与し、総じてインスリン作用の不足による疾患の総称である。牛での発症は稀であ

り、ほとんどがヒト分類におけるⅠ型糖尿病（絶対的なインスリン不足）に相当すると

されている。牛ウイルス性下痢ウイルス（BVDV）や口蹄疫ウイルスによる自己免疫性

リンパ球性膵島炎や膵島の空胞変性に続発すると示唆されている。今回、膵島β細胞

低形成による先天性を疑った子牛の糖尿病に遭遇したので概要を報告する。  

 

２ 症例概要 

症例は黒毛和種、雄、初診時は 49 日齢であった。第 1 病日には元気消失を呈し、血

液検査で高血糖（389mg/dL）及びアシドーシス（pH:7.28）、尿検査で尿糖 3+、尿ケト

ン 4+が認められた。以後、重曹注投与によりアシドーシスは改善されたが血糖値に変

化はなかった。第 8 病日には自立可能であるものの、時折振戦などの神経症状を呈し、

予後不良と判定され、Ⅰ型糖尿病が疑われた。BVDV の関与を調査するため第 9 病日

に生体搬入され、当所で病性鑑定を実施した。なお、糖負荷試験・インスリン負荷試験

は実施できなかった。  

 

３ 材料及び方法 

当該牛について、常法に沿って病理解剖を実施し臓器を採材した。組織学的検査は

基本の HE に加えて、膵臓に対して特殊染色（グリメリウス染色、アルデヒドフクシ

ン染色）及び免疫染色（抗グルカゴン抗体、抗インスリン抗体、抗ソマトスタチン抗

体）を実施した。生化学的検査は、常法に沿って当該牛血清を用いて測定した。血清中

のインスリン濃度は市販キット（Mercodia Bovine Insulin ELISA kit, Mercodia AB, 

Sweden）を用いて測定した。ウイルス学的検査では、BVDV 抗原遺伝子について PCR

を実施した。細菌検査は実施しなかった。  

 

４ 結果 

（１）剖検肉眼所見 

 第 9 病日生体搬入時には起立不能で意識混濁、衰弱していた。同月齢子牛と比較

して体格は同等であったが軽度に削痩していた。膵臓に萎縮や結節、腫瘍などの病

変は肉眼的にみられなかった（図 1）。膀胱尿を用いた簡易尿検査ではケトン体 3+、

ブドウ糖 2+、蛋白質 2+、潜血 1+であった（図 2）。 
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（２）組織所見 

 膵臓の HE 染色では、同月齢子牛（以下、対照とする）と比較して膵島を構成する

細胞の異常が認められ、膵島炎や膵島の空胞変性は認められなかった。膵島周囲の

空隙が明瞭であり、膵島の大部分では矢印に示す、核が円形～楕円形で大きく、クロ

マチンが凝集し淡明、少量の弱好酸性細胞質をもつ細胞が占めていた（図 3）。それ

らの細胞の間隙には矢頭で示す、核が小さく強塩基性で細胞質は好酸性の強い円柱

状～樹形状の細胞が一部でみられた（図 3）。膵島α細胞を標的としたグリメリウス

染色では、膵島の辺縁部に、褐色に染まる陽性部位が認められた（図 4）。同じくα

細胞を標的とした抗グルカゴン抗体を用いた免疫染色でも、グリメリウス染色で陽

性を示した膵島辺縁部に一致して陽性反応が認められた（図 5）。膵島β細胞を標的

としたアルデヒドフクシン染色では、膵島内に紫色に染まる陽性顆粒はほとんど認

められなかった（図 6）。同じくβ細胞を標的とした抗インスリン抗体を用いた免疫

染色の低倍像では、膵臓のごく一部で陽性反応が認められ（図 7）、高倍像では、陽

性反応は膵島内とその周辺のごく一部に限られていた（図 8）。膵島δ細胞を標的と

した抗ソマトスタチン抗体を用いた免疫染色では、膵島に一致して陽性反応が認め

られ、陽性を示す細胞数が対照より軽度に増数していた（図 9）。以上をまとめると、

対照と比較して本症例では膵島α細胞は差が認められず、β細胞は顕著に減数して

おり、δ細胞は軽度に増数していたことが判明した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3 膵臓 HE 染色 

（左：本症例、右：対照、以下組織像は同様） 

図 2 簡易尿検査結果 図 1 肉眼所見（膵臓） 
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図 7 膵臓 免疫染色  

（抗インスリン抗体）低倍像 

図 6 膵臓 アルデヒドフクシン染色  

図 5 膵臓 免疫染色（抗グルカゴン抗体） 図 4 膵臓 グリメリウス染色  

図 9 膵臓 免疫染色  

（抗ソマトスタチン抗体）  

図 8 膵臓 免疫染色 

（抗インスリン抗体）高倍像  
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（３）生化学的検査 

 各項目の測定値は以下の表のとおり（表 1）。これらのうちグルコース、インスリ

ン、NEFA、BHB 及び TG の数値より、高血糖、低インスリン血症、ケトーシス、

高脂血症を示した。  

表 1 生化学的検査結果  

項目 測定値 項目 測定値 

Glu 350 mg/dl LDH 2696 IU/l＊2 

T-Cho 292 mg/dl Ca 10.7 mg/dl 

BUN 29 mg/dl Mg 1.6 mg/dl 

T-Bil 0.7 mg/dl IP 8.3 mg/dl 

GOT 184 IU/l アミラーゼ 800 IU/l < 

GPT 223 IU/l Na 132 mEq/l 

GGT 39 IU/l K 4.1 mEq/l 

Cre 0.8 mg/dl Cl 101 mEq/l 

CPK 8352 IU/l＊1 NEFA 1264.4 μEq/l 

TP 5.8 g/dl BHB 7.0 mmol/l < 

Alb 3.5 g/dl インスリン < 0.05 ng/ml 

TG 307 mg/dl  （測定限界未満） 

＊1 血清を生理食塩水で 16 倍希釈して測定 

＊2 血清を生理食塩水で 4 倍希釈して測定 

 

（４）ウイルス学的検査  

 BVDV 抗原遺伝子は陰性であった。  

 

５ 診断及び考察 

 以上の結果から、本症例は BVDV の関与しない、インスリン依存性であるⅠ型糖尿

病と診断された。組織学的には膵島β細胞の低形成を示しており、大型核の不明な細

胞塊はインスリン産生機能を失ったβ細胞、もしくは別の細胞が物理的代償的に増数

した可能性が考えられた。別の細胞として、α細胞あるいはδ細胞の可能性が考えら

れたが、免疫染色の組織像からはいずれも一致しないと示唆された。また、膵島周囲の

空隙は検体処理過程で膵島細胞が収縮したことによるアーチファクトと推察された。

病態として、本症例ではインスリンが不足したことにより血糖値が上昇し、それを抑

制するために代償的にソマトスタチンも上昇したと考えられた。さらに、血糖値が上

昇したことで体内の同化反応（グリコーゲン合成）ができず、代謝の異化反応が亢進

し、エネルギー源として脂肪を利用し、高脂血症となり、脂肪の代謝産物であるケトン

体が上昇（ケトーシス）したと考えられた。国内の既報と比較しても、2 カ月齢で発症

した症例報告はなく、本症例での BVDV の関与はなかった（図 10）。膵島炎や膵島の

空胞変性も認められず、先天性を疑った症例は調べた限り見つけられず、稀な症例で

あると考えられた。  
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図 10 既報との比較  
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カラムを使用しない高速液体クロマトグラフ（HPLC）法によるセレン測定の検討  

 

中央家畜保健衛生所 寺本直輝 

 

1 はじめに 

 セレンは必須微量元素で、主にビタミン E と補助し合いながら脂質の酸化を防御し

ている。セレンとビタミン E のどちらかあるいは両方が欠乏することで、幼畜の白筋

症、幼豚のマルベリー心臓病、成牛における繁殖障害等が発生する。当所で血清中の

セレンを測定する場合、材料を定法に従い前処理後、シリカゲルカラムを使用した

HPLC 法で測定するが、シリカゲルカラムは使用頻度が少なく更新の優先度が低くな

っている。そこで今回、カラムの劣化や詰まり等によりカラムが使用不能な場合を想

定し、カラムを使用しない HPLC 法でセレン測定が可能か検討した。 

 

2 材料・方法 

 材料は、牛プール血清及び牛血清 36 検体、豚血清 10 検体を用いた。 

 材料を定法（湿式灰化後、2,3-Diaminonaphthalen と 反応生成した 4,5-ピアセレ

ノールをシクロヘキサンで抽出）に従い前処理後、HPLC で測定することとし、分析

精度や相関性確認のために各種試験を実施した。  

 

3 試験内容 

 (ⅰ)同時再現性試験（牛プール血清を用い、カラムを使用しないで 20 回同時に測定）、

(ⅱ)日差再現性試験（牛プール血清を用い、カラムを使用しないで 1 日に 4 回、5 日

間測定）、(ⅲ)添加回収試験（牛プール血清を用い、カラムを使用しないで 10、50、

100 ng/ml の標準液を添加し測定）、(ⅳ)相関性試験（牛及び豚血清を用い、カラムを

使用した場合と使用しない場合でセレン濃度を測定し比較）の 4 種類の試験を実施し

た。 

 

4 HPLC 測定条件（図 1） 

 カラムを使用する場合、シリカゲルカ

ラムを用い、カラムオーブンは 40℃、

移動層はシクロヘキサンと酢酸エチル

の混合溶媒とした。 

 カラムを使用しない場合、カラムを装

置から取り外し、ユニオンと呼ばれる配

管同士を接続する部品を代わりに接続

した。カラムオーブンは室温、移動層は

シクロヘキサンとした。流速、注入量、

検出器については両者で同じ条件とし

た。 

 

図 1 HPLC 測定条件 
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5 標準液のクロマトグラム（図 2） 

 カラムを使用した場合と使用しない

場合にそれぞれ同一濃度の標準液を測

定すると、カラムを使用した場合、約 6

分の位置にピークが出現したが、カラム

を使用しない場合、30 秒もたたない位

置にピークが出現し、ピークの溶出位置

がかなり早い事が分かった。また、カラ

ムを使用しない場合でも標準液の検量

線は 0～200ng/mL の範囲で良好な直線

性を示した。 

 

 

6 結果（図 3、図 4） 

 (ⅰ)同時再現性試験（変動係数：1.3%）、(ⅱ)日差再現性試験（変動係数：1.0%）、(ⅲ)

添加回収試験（10、50、100ng/ml の標準液を添加した場合の回収率：97.2～99%）、

(ⅳ)相関性試験（カラムを使用しない場合と、使用した場合で強い相関を認めた）の

いずれの試験でも良好な結果であった。  

 

7 まとめ・考察 

 カラムが使用不能な場合を想定し、カラムを使用しない HPLC 法でセレン測定が可

能か検討したところ、カラムを使用しなくても標準液の検量線は良好な直線性を示し、

同時再現性試験、日差再現性試験、添加回収試験、相関性試験においても分析精度、

相関性に問題が認められなかったことから、今回の方法でセレン測定は可能と考えら

れた。 

 今回の方法では、①前処理が湿式灰化であること、②有機溶媒で抽出したこと、③

蛍光を測定していることなどの理由により、カラムを使用しなくとも HPLC でセレン

測定が可能であったと推察されるため、セレン測定以外に応用する事は難しいが、セ

レンを測定する際には有用な方法であると考えられた。  

図 2 標準液のクロマトグラム 

図 3 結果(ⅰ)～(ⅲ) 図 4 結果(ⅳ) 
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